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日本チェーンストア協会の概要 
１．設 立 

昭和４２年（１９６７年）８月２日 

２．目 的 

チェーンストアの健全な発展と普及を図ることにより、小売業の経営の改善を通じて、 

わが国流通機構の合理化、近代化を促進するとともに、国民生活の向上に寄与する。  

３．会員資格 

○通常会員 

・チェーンストアを営む小売業法人であって、１１店舗以上 または年商１０億円以上のもの。 

・チェーンストア事業を営む小売業法人を直接の子会社に持つ持株会社。  

○賛助会員 

協会の趣旨に賛同し、これに協力する法人。ただし、賛助会員の中から常任理事会の 

推薦を得る等して特別賛助会員とすることができる。  

４．会員企業数 

○通常会員    ５７社 

○特別賛助会員   ２０社 

○賛助会員  ４３６社 

５．会員企業売上高 

     13兆1,842億円（平成27年度） 
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【参考】協会の概要 
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（一般社団法人）日本スーパーマーケット協会の概要 

1. 設立 

平成１１年（１９９９年）７月１２日 

2. 目的 

スーパーマーケットの健全な発展と普及を図ることにより、我が国食品流通の近代化・
合理化を推進するとともに、より豊かな国民生活の実現に寄与する。 

3. 会員資格 

通常会員 食料品売上構成比が50％以上のスーパーマーケット。 

賛助会員 本協会の目的に賛同し、その事業に協力するもの。 

4. 会員企業数 

通常会員  ８７社（６，８３５店舗） 

賛助会員 ４６０社  

5. 会員企業売上高 

８兆３，３６８億円（平成２９年１１月３０日現在） 

【参考】協会の概要 
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一般社団法人 新日本スーパーマーケット協会 

所在地 
 東京都千代田区内神田3-19-8  櫻井ビル4Ｆ 
設立 
 昭和33年3月26日 
会員数 
 正会員327社  賛助会員859社 合計1,186社 
役員 
 名誉会長 清水 信次 
  株式会社ライフコーポレーション 代表取締役会長兼CEO 
 会長   横山 清 
  株式会社アークス 代表取締役社長 
 副会長   増井德太郎 
  株式会社紀ノ国屋 ファウンダー   
 

 他理事３７名 

【参考】協会の概要 
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オール日本スーパーマーケット協会の概要 

１．設立 
   昭和37年（1962年）7月15日 

２．目的 
   会員相互の親睦を計り、スーパーマーケット経営の研究を通じて、会員の経営改善と 
   その繁栄に資することを目的とする 

３．会員資格 
   ○正会員 
    ・本格的な食品スーパーチェーン構築への熱意がある企業 
    ・正会員Ａ・・・教育、商品を活用し本格的なスーパーマーケットを目指すもの 
    ・正会員Ｂ・・・教育のみを活用し本格的なスーパーマーケットを目指すもの 
   ○賛助会員 
    ・スーパーマーケットのお取引先様やＡＪＳの趣旨に賛同し、協力いただけるもの 

４．会員企業数 
   ○正会員    国内５４社、海外１社 
   ○賛助会員   ３８９社           （2016年10月現在） 

５．会員企業売上高 
   国内１兆７,０８７億円、海外３,１２５億円 （2016年10月現在） 

【参考】協会の概要 



【参考】アンケート対象（業界カバー率） 

5 

H28年度定期報告提出事業者（各種食品小売業：5811）の状況 

協会名 
日本 
チェーンストア協会 

日本 
スーパーマーケット 
協会 

新日本 
スーパーマーケット
協会 

オール日本 
スーパーマーケット
協会 

加盟社数 59 96 321 54 

定期報告対象事業者 20 53 87 20 

●各協会ごとの定期報告提出対象事業者数（重複加盟あり、加盟社数は2017年4月（アンケート実施）時点） 

●定期報告提出対象事業者数の割合 

：加盟 

：非加盟 

事業者数ベース 

126 

132 

エネルギー使用量ベース 

27.1% 

72.9% 
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昨年度までの検討経緯 
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平成27年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループの資料 

スーパーマーケット業界におけるベンチマーク制度導入の検討について、課題点を整理 6 



昨年度までの検討経緯 
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平成28年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループでの発表 

ベンチマーク制度導入の検討には「データの取得」が必要との指摘 7 



昨年度までの検討経緯 
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平成28年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループでの発表 

指摘を受け、指標検討のためのデータ取得から進めた 8 



昨年度までの検討経緯 
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平成28年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループでの発表 

エネルギー原単位の指標としての可能性を検討 ⇒ 店舗の活動量を考慮できない 9 



昨年度までの検討経緯 
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平成28年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループでの発表 

店舗の活動量を考慮した重回帰式による指標を検討 10 



昨年度までの検討経緯 
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平成28年度 第３回 工場等判断基準ワーキンググループでの発表 

各協会とも案（３）にて検討を継続との意向 
11 
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今年度の検討プロセス 

 ベンチマーク指標案（３）の重回帰式の精度を高めるため、昨年度よりも多くのデータを取得する
ための再調査を行った。 

 調査の項目 
案（３）に用いている変数だけではなく、売上高、来店客数、バックヤード設備（プロセス型
センター、冷凍冷蔵庫）の有無、インストアベーカリー有無等、考え得る項目を再度調査。 

 
 調査対象 

258事業者に依頼し、95事業者272店舗から回答を得た。 
有効回答数は173～180店舗（ベンチマーク指標案により異なる） 
 

 本調査の有効性 
平成２６年商業統計の食料品スーパー数を母集団として、今年度調査の有効回答数の統
計的優位性について検討。 

 
母集団 ：  14,554店舗（食料品スーパー総店舗数、個人事業者除く） 
サンプル ：173～180店舗（今年度調査の有効回答数） 

 
信頼度を95％において、誤差範囲は±７％となった。 

昨年度は、 

40事業者107店舗から回答 

内、有効回答は89店舗 
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今年度の検討プロセス 

 調査結果を用いて再び重回分析し、昨年度に候補としていた案（３）の採用が適当であるとの
結果となった。 

案(3) 
決定係数 

0.958 

+ + 

総延床面積 

× 

2.214 

冷ケース尺数 

× 

5.884 

自店舗営業時間 

× 

0.612 

案(3) 
決定係数 

0.958 

+ + 
総延床面積 

× 

2.543 

冷ケース尺数 

× 

5.133 

自店舗営業時間 

× 

0.684 

（１）規模要因 （２）稼働要因 （３）設備要因 

N数 

８９ 

１８０ 

●平成２８年度検討 

●平成２９年度検討 

N数 

N数が大幅に増加しても決定係数は良好な値を維持しており、精度が高いと考えられる。 
※新たな変数候補では重回帰式は成立しなかった。 


